
令和５年（２０２３年）３月１６日（木）

共同経営推進室 今釜 卓哉

土木計画学ワンデイセミナー



5社で熊本県内の約7万5千人/日の移動を支えている

サクラマチ クマモト
2019年9月開業

熊本駅アミュプラザ
2021年4月開業

※コロナ前2019年10月～2020年1月の平均
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H30年運転士県内の運行系統

熊本におけるバス交通のあり方
検討会において、熊本地域の“あ
るべきバス路線網”や経営問題の
解消策を検討

（公共交通の課題・将来の見通し）
3～5年先のサービス提供を維持
できない可能性が危惧され、今後
の人口減少・超高齢社会を見据え
た公共交通ネットワークの維持・
拡充策が必要

資料：各社雇用・退職等実績資料（各年）

（熊本地域の乗合バスを取り巻く現状）
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地域公共交通優良団体国土交通大臣表彰！



年 取組内容

R2年度（2020） ■共同経営計画（重複区間の平準化）実施
■路線バス事業のデータ公表
■バス電車子ども無料(大人100円)の日…コロナで中止）
■5社共通のデータ分析システム開発
■利用促進につながる新サービスの調査・検討

R3年度（2021） ■まちなかループバスの運行開始
■路線バス事業のデータ公表
■バス電車子ども無料(大人100円)の日…コロナで中止
■共通定期券の導入に向けた改修
■路線バスのネットワーク維持に向けた調査・検討

R4年度（2022） ■共同経営計画（県庁通りの再編）変更
■共通定期券サービス開始
■バス利用者増に向けた戦略策定及び取組の実施
■バスの定時性向上に向けた取組の実施
■路線バス事業のデータ公表（11月末公表予定）
■バス電車子ども無料(大人100円)の日（11/5実施）
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共同経営運営



熊本の路線バスサービスの発展に向け、マーケティン
グと官民連携により利用者数の2倍戦略を策定



どのお客様を獲得するか

ICカードやPTデータ等を駆使して、施策案の増加
可能性をみつつ、目標値設定



令和元年度 5社計

■利用者増・増収と連動した取り組みは成立しづらい仕組み
○バス事業者：補助金路線は赤字補てんをしてもらえるため、増収メリットは少ない。
○行政：補助金対象路線外の路線の支援は直接効果に結びつかないので、予算確保しづらい



■セグメントの取組＆徹底的な料金施策・インフラ整備により、都市圏の利用2倍を達成（地方は現状維持）

令和元年度をベース



熊本の経営モデル（5社計）※令和元年度をベース

経常収入 ５７億

経常費用 ９０億

他事業の利益3億

新利用者2倍ビジネスモデル（5社計） ※令和元年度をベース

補助金
３０億

経常収入 ９２億

経常費用 115億

他事業の利益
２億政策的割引運賃負担金３１億含む

補助金
２１億



・サービス水準は1時間に２本等を掲げるとセーフティーネットの捉え方になるので、利用者
数を目標値にすることで、行政と民間が同じ方向性に向かっていけるのではないかと考えて
いる。熊本は進み始めた！

・利用者2倍という目標値はサービス水準ドリブンで考えているが、実際は供給サービスも増
やす前提で考えないといけない。熊本でも誰が負担するのか役割分担を決める必要がある。

・車の移動者に公共交通に乗ってもらうには車よりお得であることを訴求する事がインパクト
大であり、利用者を増やすには運賃を安くすることが必要。民間事業者としての割引は経営
リスクが高いと考え政策的割引運賃負担金の考え方が必要である。

・公共交通に対する行政の負担は収支に対する補助が多く、セーフティネットの捉え方である
が、インセンティブが働くような考え方として、設備投資だけではなく政策的割引運賃の活
用事例が日本でも地方創生臨時交付金の際に見られ、ブレイクスルーを起こす可能性がある
のでは

サービス水準

政策的割引運賃負担金の普及

供給増に対する費用負担の問題


